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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電気的に直列に接続され、充放電を行う複数の発電要素と、
　前記複数の発電要素をそれぞれ収容し、所定方向に並ぶ複数の収容部と、前記収容部の
内圧に応じて閉じ状態から開き状態に変化し、前記開き状態において、前記所定方向で隣
り合う２つの前記収容部の間で気体の移動を許容する連通路と、を備えたケースと、
　特定の前記収容部に設けられ、前記ケースの内部で発生したガスを前記ケースの外部に
排出させる弁と、を有し、
　前記発電要素を除く前記各収容部内の余剰スペースは、前記特定の収容部において最も
大きいことを特徴とする蓄電装置。
【請求項２】
　前記特定の収容部を除く他の前記収容部は、前記所定方向において前記特定の収容部か
ら離れるほど小さくなる前記余剰スペースを有することを特徴とする請求項１に記載の蓄
電装置。
【請求項３】
　前記複数の発電要素が同一の体積を有しており、
　前記特定の収容部の容積は、他の前記収容部の容積よりも大きいことを特徴とする請求
項１又は２に記載の蓄電装置。
【請求項４】
　前記複数の収容部が同一の容積を有するとともに、前記複数の発電要素が同一の容量を
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有しており、
　前記特定の収容部に収容された前記発電要素の体積は、他の前記収容部に収容された前
記発電要素の体積よりも小さいことを特徴とする請求項１又は２に記載の蓄電装置。
【請求項５】
　前記発電要素は、充放電が行われる反応領域と、前記反応領域以外の未反応領域とを有
しており、
　前記特定の収容部に収容された前記発電要素の前記未反応領域は、前記他の収容部に収
容された前記発電要素の前記未反応領域よりも小さいことを特徴とする請求項４に記載の
蓄電装置。
【請求項６】
　前記各収容部に充填された電解液を有し、
　前記複数の収容部が同一の容積を有するとともに、前記複数の発電要素が同一の体積を
有しており、
　前記特定の収容部に充填された前記電解液の量は、他の前記収容部に充填された前記電
解液の量よりも小さいことを特徴とする請求項１又は２に記載の蓄電装置。
【請求項７】
　電気的に直列に接続され、充放電を行う複数の発電要素と、
　前記複数の発電要素をそれぞれ収容し、所定方向に並ぶ複数の収容部と、前記収容部の
内圧に応じて閉じ状態から開き状態に変化し、前記開き状態において、前記所定方向で隣
り合う２つの前記収容部の間で気体の移動を許容する連通路と、を備えたケースと、
　特定の前記収容部に設けられ、前記ケースの内部で発生したガスを前記ケースの外部に
排出させる弁と、を有し、
　前記発電要素の満充電容量は、前記特定の収容部に収容される前記発電要素において最
も大きいことを特徴とする蓄電装置。
【請求項８】
　前記特定の収容部を除く他の前記収容部は、前記所定方向において前記特定の収容部か
ら離れるほど容量が小さくなる前記発電要素を収容することを特徴とする請求項７に記載
の蓄電装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ケース内で仕切られた複数の収容部に複数の発電要素をそれぞれ収容した蓄
電装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１に記載の電池では、一方向に並ぶ複数の収容部をケースの内部に設け、各収
容部に発電要素を収容している。複数の発電要素は、電気的に直列に接続されており、ケ
ースには、一部の発電要素と電気的に接続された正極端子と、他の発電要素と電気的に接
続された負極端子が設けられている。
【０００３】
　複数の収容部は、連通路によって繋がれている。特定の収容部に収容された発電要素か
らガスが発生すると、ガスは、連通路を移動して他の収容部に移動する。また、ケース（
特定の収容部）には、１つの弁が設けられており、弁は、特定の収容部に導かれたガスを
、ケースの外部に排出する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００３－３４６７６３号公報
【特許文献２】特開２００８－３１１０１５号公報
【特許文献３】特開２００４－３１９０９６号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　発電要素からガスが発生していないときには、連通路を閉じ状態としておくことができ
る。すなわち、複数の収容部を、互いに独立したスペースで構成することができる。そし
て、発電要素からガスが発生したときには、連通路を閉じ状態から開き状態に変化させる
ことにより、他の収容部にガスを移動させることができる。
【０００６】
　隣り合う２つの収容部が連通路によって繋がれている構成では、弁が設けられた収容部
に近い側の収容部（第１の収容部という）での内圧が、弁が設けられた収容部よりも遠い
側の収容部（第２の収容部という）での内圧よりも高くなることがある。この場合には、
第２の収容部で発生したガスが、第１の収容部を通過して、弁が設けられた収容部に移動
し難くなる。第２の収容部では、ガスの発生によって、内圧が上昇し続け、ケースに過度
の負荷を与えてしまうことがある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本願第１の発明である蓄電装置は、複数の発電要素と、ケースと、弁とを有する。発電
要素は、充放電を行い、複数の発電要素は、電気的に直列に接続されている。複数の収容
部は、複数の発電要素をそれぞれ収容しており、所定方向に並んでいる。連通路は、収容
部の内圧に応じて、閉じ状態から開き状態に変化する。連通路が開き状態にあるとき、所
定方向で隣り合う２つの収容部の間において、気体が移動することができる。弁は、特定
の収容部に設けられており、ケースの内部で発生したガスをケースの外部に排出させる。
発電要素を除く各収容部内の余剰スペースは、特定の収容部において最も大きい。
【０００８】
　本願第１の発明によれば、収容部の余剰スペースを異ならせることにより、発電要素か
らガスが発生したときに、収容部の内圧を異ならせることができる。特定の収容部におけ
る余剰スペースが最も大きいため、特定の収容部の内圧を最も低くでき、他の収容部から
発生したガスを特定の収容部に向かわせることができる。特定の収容部にガスを移動させ
れば、特定の収容部に設けられた弁からガスを排出することができる。
【０００９】
　特定の収容部を除く他の収容部における余剰スペースは、他の収容部が所定方向におい
て特定の収容部から離れるほど、小さくできる。これにより、各収容部においてガスが発
生するときに、各収容部の内圧を、特定の収容部から離れるほど、大きくできる。したが
って、特定の収容部から最も離れた収容部から、特定の収容部に向かって、ガスを移動さ
せやすくなる。特定の収容部にガスを導けば、特定の収容部に設けられた弁からガスを排
出することができる。
【００１０】
　複数の発電要素が同一の体積を有している場合において、特定の収容部の容積を、他の
収容部の容積よりも大きくすることができる。収容部の容積を異ならせることにより、上
述した関係を満たすように、収容部の余剰スペースを異ならせることができる。他の収容
部が特定の収容部から所定方向で離れるほど、他の収容部の容積を小さくすることができ
る。
【００１１】
　複数の収容部が同一の容積を有するとともに、複数の発電要素が同一の容量を有してい
る場合において、特定の収容部に収容された発電要素の体積を、他の収容部に収容された
発電要素の体積よりも小さくできる。発電要素の体積を異ならせることにより、上述した
関係を満たすように、収容部の余剰スペースを異ならせることができる。蓄電装置の充放
電を行うときには、複数の発電要素における容量のバラツキを抑制することが好ましい。
【００１２】
　発電要素は、充放電が行われる反応領域と、反応領域以外の未反応領域とで構成されて



(4) JP 5582246 B2 2014.9.3

10

20

30

40

50

いる。未反応領域の体積を異ならせれば、複数の発電要素の容量を異ならせずに、複数の
発電要素の体積を異ならせることができる。具体的には、特定の収容部に収容された発電
要素の未反応領域を、他の収容部に収容された発電要素の未反応領域よりも小さくできる
。また、他の収容部が特定の収容部から所定方向で離れるほど、他の収容部に収容された
発電要素の未反応領域の体積を大きくすることができる。
【００１３】
　各収容部には、電解液を充填することができる。複数の収容部が同一の容積を有すると
ともに、複数の発電要素が同一の体積を有している場合には、特定の収容部に充填された
電解液の量を、他の収容部に充填された電解液の量よりも小さくできる。電解液の量を異
ならせることにより、上述した関係を満たすように、収容部の余剰スペースを異ならせる
ことができる。ここで、他の収容部が特定の収容部から所定方向で離れるほど、他の収容
部に充填される電解液の量を増やすことができる。
【００１４】
　本願第２の発明である蓄電装置は、複数の発電要素と、ケースと、弁とを有する。発電
要素は、充放電を行い、複数の発電要素は、電気的に直列に接続される。ケースは、複数
の収容部と、連通路とを有する。複数の収容部は、複数の発電要素をそれぞれ収容してお
り、所定方向に並んでいる。連通路は、収容部の内圧に応じて閉じ状態から開き状態に変
化する。連通路が開き状態にあるとき、所定方向で隣り合う２つの収容部の間において、
気体が移動することができる。弁は、特定の収容部に設けられており、ケースの内部で発
生したガスをケースの外部に排出させる。ここで、発電要素の容量は、特定の収容部に収
容される発電要素において最も大きい。
【００１５】
　本願第２の発明によれば、発電要素の容量を異ならせることにより、発電要素から発生
するガスの量を異ならせることができる。具体的には、発電要素の容量が大きくなるほど
、ガスの量を減らすことができる。ガスの量を異ならせれば、収容部の内圧を異ならせる
ことができる。特定の収容部に収容された発電要素の容量は、最も大きいため、特定の収
容部の内圧を最も低くでき、他の収容部から発生したガスを特定の収容部に向かわせるこ
とができる。特定の収容部にガスを移動させれば、特定の収容部に設けられた弁からガス
を排出することができる。
【００１６】
　他の収容部が、特定の収容部から所定方向で離れるほど、他の収容部に収容される発電
要素の容量を小さくできる。このように発電要素の容量を設定することにより、特定の収
容部から最も離れた収容部から、特定の収容部に向かって、収容部の内圧を小さくでき、
特定の収容部から最も離れた収容部から、特定の収容部に向かってガスを移動させやすく
することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】実施例１における電池パックの分解図である。
【図２】実施例１における電池モジュールの断面図である。
【図３】実施例１における発電要素の構成を示す概略図である。
【図４】実施例１において、収容部の位置および収容部の容積の関係を示す図である。
【図５】実施例１の電池モジュールにおいて、ガスの移動経路を説明する図である。
【図６】実施例２において、発電要素の位置および発電要素の体積の関係を示す図である
。
【図７】実施例３において、収容部の位置と、収容部内に充填された電解液の量との関係
を示す図である。
【図８】実施例４において、発電要素の位置および発電要素の容量の関係を示す図である
。
【図９】収容部の位置および収容部の温度の関係を示す図である。
【発明を実施するための形態】
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【００１８】
　本発明の実施例について説明する。
【実施例１】
【００１９】
　本発明の実施例１である電池パックの構成について、図１を用いて説明する。図１にお
いて、Ｘ軸、Ｙ軸およびＺ軸は、互いに直交する軸であり、本実施例では、Ｚ軸を、鉛直
方向に相当する軸としている。Ｘ軸、Ｙ軸およびＺ軸の関係は、他の図面においても同様
である。
【００２０】
　図１は、電池パック１の分解図である。電池パック１は、車両に搭載することができ、
この車両としては、ハイブリッド自動車や電気自動車がある。ハイブリッド自動車では、
車両を走行させるための動力源として、電池パック１の他に、内燃機関や燃料電池といっ
た他の動力源を用いている。また、電気自動車では、車両の動力源として、電池パック１
だけを用いている。
【００２１】
　電池パック１は、電池スタック２と、電池スタック２を収容するパックケース３とを有
する。パックケース３は、互いに接続されるアッパーケース３ａおよびロアーケース３ｂ
を有する。電池スタック２は、Ｘ方向に並ぶ複数の電池モジュール（蓄電装置に相当する
）１０を有しており、複数の電池モジュール１０は、電気的に直列に接続される。
【００２２】
　ジャンクションボックス４は、Ｘ方向において電池スタック２と隣り合う位置に配置さ
れている。パックケース３は、ジャンクションボックス４も収容する。ジャンクションボ
ックス４は、電池スタック２の充放電制御に用いられる電子機器を収容する。ジャンクシ
ョンボックス４に収容される電子機器としては、例えば、リレー、電流センサ、監視ユニ
ットがある。
【００２３】
　リレーは、オンおよびオフの間で切り替わることにより、電池スタック２および負荷の
間の電気的な接続を切り替える。電流センサは、電池スタック２に流れる電流を検出する
ために用いられる。監視ユニットは、例えば、電池スタック２の電流値、電圧値および温
度を監視する。監視ユニットは、電流センサの出力に基づいて、電池スタック２の電流値
を監視する。監視ユニットは、例えば、電池スタック２の総電圧や、電池モジュール１０
の電圧値を監視する。温度センサが電池スタック２に取り付けられているとき、監視ユニ
ットは、温度センサの出力に基づいて、電池スタック２の温度を監視する。
【００２４】
　一対のエンドプレート１１は、Ｘ方向における電池スタック２の両端に配置されている
。拘束バンド１２は、Ｘ方向に延びており、拘束バンド１２の両端は、一対のエンドプレ
ート１１に接続されている。本実施例では、２つの拘束バンド１２が電池スタック２の上
面に配置され、２つの拘束バンド１２が電池スタック２の下面に配置される。エンドプレ
ート１１および拘束バンド１２を用いることにより、複数の電池モジュール１０に対して
拘束力を与えることができる。拘束力は、Ｘ方向において、電池モジュール１０を挟む力
である。
【００２５】
　電池モジュール１０は、正極端子１０ａおよび負極端子１０ｂを有する。図１では、Ｘ
方向における電池スタック２の両端に位置する電池モジュール１０の正極端子１０ａおよ
び負極端子１０ｂだけを示している。正極端子１０ａおよび負極端子１０ｂは、Ｙ方向に
おける各電池モジュール１０の両側面に設けられている。
【００２６】
　Ｘ方向で隣り合う２つの電池モジュール１０は、バスバーによって電気的に直列に接続
されている。バスバーは、一方の電池モジュール１０の正極端子１０ａと、他方の電池モ
ジュール１０の負極端子１０ｂとに接続されている。バスバーモジュール１３は、複数の
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バスバーと、複数のバスバーを保持するホルダとを有する。ホルダは、樹脂といった絶縁
材料で形成されている。バスバーモジュール１３は、Ｙ方向において、電池スタック２を
挟む位置にそれぞれ配置されている。
【００２７】
　電池モジュール１０の表面（Ｘ－Ｚ平面）には、Ｘ方向に突出する複数のリブが形成さ
れている。Ｘ方向で隣り合う２つの電池モジュール１０が互いに接触することにより、２
つの電池モジュール１０の間には、スペースが形成される。このスペースは、電池モジュ
ール１０の温度調節に用いられる熱交換媒体が移動する通路となる。電池パック１を車両
に搭載したときには、熱交換媒体として、例えば、車室内の空気を用いることができる。
車室とは、乗員の乗車するスペースである。
【００２８】
　電池モジュール１０の温度が上昇したときには、２つの電池モジュール１０の間に形成
されたスペースに、冷却用の熱交換媒体を流すことにより、電池モジュール１０の温度上
昇を抑制することができる。電池モジュール１０が過度に冷却されているときには、２つ
の電池モジュール１０の間に形成されたスペースに、加温用の熱交換媒体を流すことによ
り、電池モジュール１０の温度低下を抑制することができる。
【００２９】
　次に、電池モジュール１０の構造について、図２を用いて説明する。図２は、電池モジ
ュール１０の内部構造を示す図であり、電池モジュール１０をＹ－Ｚ平面で切断したとき
の断面図である。
【００３０】
　電池モジュール１０は、モジュールケース１００を有しており、モジュールケース１０
０は、ケース本体１０１および蓋１０２を有する。蓋１０２は、ケース本体１０１の上部
に形成された開口部を塞いでいる。ケース本体１０１の開口部は、発電要素２０Ａ～２０
Ｆをケース本体１０１に収容するために用いられる。ケース本体１０１は、６つの収容部
１０２Ａ～１０２Ｆを有しており、収容部１０２Ａ～１０２Ｆは、隔壁１０１ａによって
仕切られている。６つの収容部１０２Ａ～１０２Ｆは、Ｙ方向において並んでいる。
【００３１】
　本実施例では、モジュールケース１００に、６つの収容部１０２Ａ～１０２Ｆを設けて
いるが、これに限るものではない。収容部の数は、適宜設定することができる。
【００３２】
　収容部１０２Ａ～１０２Ｆは、発電要素２０Ａ～２０Ｆをそれぞれ収容している。発電
要素２０Ａ～２０Ｆは、充放電を行うことができる要素であり、同一の構成を有している
。
【００３３】
　発電要素２０（２０Ａ～２０Ｆ）は、図３に示すように、正極板２１と、負極板２２と
、正極板２１および負極板２２の間に配置されるセパレータ（電解液を含む）２３とを有
する。正極板２１は、集電板２１ａと、集電板２１ａの表面に形成された正極活物質層２
１ｂとを有する。正極活物質層２１ｂは、集電板２１ａの両面に形成されており、集電板
２１ａの一部の領域には、正極活物質層２１ｂが形成されていない。正極活物質層２１ｂ
は、正極活物質、導電剤および結着剤などを含んでいる。
【００３４】
　負極板２２は、集電板２２ａと、集電板２２ａの表面に形成された負極活物質層２２ｂ
とを有する。負極活物質層２２ｂは、集電板２２ａの両面に形成されており、集電板２２
ａの一部の領域には、負極活物質層２２ｂが形成されていない。負極活物質層２２ｂは、
負極活物質、導電剤および結着剤などを含んでいる。
【００３５】
　発電要素２０（２０Ａ～２０Ｆ）としては、ニッケル水素電池やリチウムイオン電池と
いった二次電池で用いられる公知の構成を用いることができる。また、二次電池の代わり
に、電気二重層キャパシタ（コンデンサ）の構成を用いることもできる。
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【００３６】
　収容部１０２Ａ～１０２Ｆには、電解液が充填される。収容部１０２Ａ～１０２Ｆに充
填された電解液は、発電要素２０Ａ～２０Ｆにしみ込むとともに、収容部１０２Ａ～１０
２Ｆのうち、発電要素２０Ａ～２０Ｆを除くスペースに存在する。電解液は、セパレータ
２３や活物質層２１ｂ、２２ｂにしみ込む。本実施例において、収容部１０２Ａ～１０２
Ｆに充填される電解液の量は同一である。
【００３７】
　なお、本実施例では、電解液を用いているが、固体電解質を用いることもできる。すな
わち、電解液を含むセパレータ２３の代わりに、固体電解質を用いることができる。固体
電解質には、無機固体電解質や有機固体電解質が含まれる。
【００３８】
　発電要素２０Ａ～２０Ｆには、正極タブ２４ａおよび負極タブ２４ｂが接続されている
。正極タブ２４ａは、発電要素２０Ａ～２０Ｆの正極板２１と接続されており、負極タブ
２４ｂは、発電要素２０Ａ～２０Ｆの負極板２２と接続されている。発電要素２０Ａの正
極タブ２４ａは、モジュールケース１００（ケース本体１０１）に形成された接続穴１０
３を通過して、正極端子１０ａと接続されている。発電要素２０Ａの負極タブ２４ｂは、
モジュールケース１００（隔壁１０１ａ）に形成された接続穴１０５を通過して、発電要
素２０Ｂの正極タブ２４ａと接続されている。
【００３９】
　発電要素２０Ｂ～２０Ｅは、Ｙ方向で隣り合う発電要素と電気的に接続される。発電要
素２０Ｆの正極タブ２４ａは、隔壁１０１ａに形成された接続穴１０５を通過して、発電
要素２０Ｅの負極タブ２４ｂと接続されている。発電要素２０Ｆの負極タブ２４ｂは、ケ
ース本体１０１に形成された接続穴１０４を通過して、負極端子１０ｂと接続されている
。
【００４０】
　隔壁１０１ａの上部には、連通路１０６が設けられている。連通路１０６は、Ｙ方向で
隣り合う２つの収容部１０２Ａ～１０２Ｆを繋ぐために設けられている。収容部１０２Ａ
～１０２Ｆの内圧が上昇していないときには、連通路１０６は、閉じ状態にある。
【００４１】
　連通路１０６を閉じ状態としておくことにより、各収容部１０２Ａ～１０２Ｆに収容さ
れた各発電要素２０Ａ～２０Ｆの容量が変化してしまうのを抑制できる。各発電要素２０
Ａ～２０Ｆの容量は、各収容部１０２Ａ～１０２Ｆの内部に存在するガス、言い換えれば
、各収容部１０２Ａ～１０２Ｆの内圧に依存することがある。
【００４２】
　ここで、連通路１０６を開き状態のままにしておくと、特定の収容部内のガスが、特定
の収容部とＹ方向で隣り合う他の収容部に移動してしまう。ガスが移動すると、特定の収
容部に収容された発電要素の容量が変化してしまい、発電要素の容量に基づいて、電池モ
ジュール１０の充放電を制御し難くなる。そこで、本実施例では、Ｙ方向で隣り合う２つ
の収容部１０２Ａ～１０２Ｆの間でガスの移動を抑制するために、一定条件のもとで、連
通路１０６を閉じ状態としている。また、連通路１０６を閉じ状態とすることにより、各
収容部１０２Ａ～１０２Ｆに充填された電解液が、他の収容部に移動するのを阻止するこ
とができる。
【００４３】
　連通路１０６は、Ｙ方向で隣り合う２つの収容部１０２Ａ～１０２Ｆにおける内圧差が
閾値に到達したときに、閉じ状態から開き状態に変化する。例えば、発電要素２０Ａから
ガスが発生して、収容部１０２Ｂの内圧よりも収容部１０２Ａの内圧が上昇すると、連通
路１０６が閉じ状態から開き状態に変化する。収容部１０２Ａの内部に存在するガスは、
連通路１０６を通過して、収容部１０２Ｂに移動する。
【００４４】
　連通路１０６は、一方向のガスの移動だけを許容する。具体的には、連通路１０６は、



(8) JP 5582246 B2 2014.9.3

10

20

30

40

50

収容部１０２Ａから収容部１０２Ｂに向かうガスの移動だけを許容する。連通路１０６は
、例えば、逆止弁で構成することができる。
【００４５】
　弁１０ｃは、収容部１０２Ｅに設けられている。モジュールケース１００の内圧が弁１
０ｃの作動圧に到達したとき、弁１０ｃは、閉じ状態から開き状態に変化する。これによ
り、弁１０ｃは、モジュールケース１００の内部で発生したガスをモジュールケース１０
０の外部に排出する。
【００４６】
　弁１０ｃとしては、いわゆる破壊型の弁や、いわゆる復帰型の弁を用いることができる
。破壊型の弁１０ｃは、閉じ状態から開き状態に不可逆的に変化する弁である。復帰型の
弁は、閉じ状態および開き状態の間で可逆的に変化する弁である。復帰型の弁は、モジュ
ールケース１００の内部および外部の圧力に応じて、閉じ状態および開き状態の間で変化
する。
【００４７】
　収容部１０２Ｅで発生したガスは、弁１０ｃに向かい、弁１０ｃからモジュールケース
１００の外部に排出される。収容部１０２Ａ～１０２Ｄ，１０２Ｆで発生したガスは、連
通路１０６を通過しながら、収容部１０２Ｅに向かい、弁１０ｃからモジュールケース１
００の外部に排出される。
【００４８】
　本実施例において、発電要素２０Ａ～２０Ｆは、同一のサイズを有しており、同一の構
成を有している。一方、収容部１０２Ａ～１０２Ｆについては、以下に説明するように、
各収容部１０２Ａ～１０２Ｆの容積を異ならせている。図４は、各収容部１０２Ａ～１０
２Ｆの容積と、収容部１０２Ａ～１０２Ｆの位置との関係を示す図である。
【００４９】
　収容部１０２Ｅの容積は、最も大きくなっている。収容部１０２Ｆの容積は、収容部１
０２Ｅの容積よりも小さい。また、収容部１０２Ｄの容積は、収容部１０２Ｅの容積より
も小さい。収容部１０２Ｆ，１０２Ｄの容積は、同一であってもよいし、互いに異なって
いてもよい。収容部１０２Ｃの容積は、収容部１０２Ｄの容積よりも小さく、収容部１０
２Ｂの容積は、収容部１０２Ｃの容積よりも小さい。収容部１０２Ａの容積は、収容部１
０２Ｂの容積よりも小さい。
【００５０】
　本実施例では、収容部１０２Ａの容積が最も小さくなっているが、これに限るものでは
ない。例えば、収容部１０２Ａおよび収容部１０２Ｆの容積を等しくしたり、収容部１０
２Ｆの容積を最も小さくしたりすることができる。
【００５１】
　収容部１０２Ａ～１０２Ｆの容量を異ならせる方法としては、例えば、収容部１０２Ａ
～１０２Ｆの位置に応じて、ケース本体１０１（隔壁１０１ａを含む）の厚さを異ならせ
ることができる。例えば、収容部１０２Ａを形成するケース本体１０１の厚さを最も厚く
し、収容部１０２Ｅを形成するケース本体１０１の厚さを最も薄くすることができる。
【００５２】
　一方、収容部１０２Ａ～１０２Ｆの容積が等しいケース本体１０１を製造しておき、収
容部１０２Ａ～１０２Ｆの一部のスペースを埋める充填部材を、収容部１０２Ａ～１０２
Ｆに収容することもできる。充填部材は、収容部１０２Ａ～１０２Ｆの内壁面に沿って配
置することができる。この場合には、充填部材は、収容部１０２Ａ～１０２Ｆの内壁面に
沿った形状を有していることが好ましい。
【００５３】
　充填部材を用いるときには、例えば、収容部１０２Ｅには充填部材を収容せず、他の収
容部１０２Ａ～１０２Ｄ，１０２Ｆだけに充填部材を収容することができる。充填部材の
厚さは、収容部１０２Ａ～１０２Ｄ，１０２Ｆに応じて異ならせばよい。
【００５４】
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　本実施例では、図４に示すように、弁１０ｃが設けられた収容部１０２Ｅの容積が最も
大きく、収容部１０２ＥからＹ方向に離れるにつれて、収容部１０２Ａ～１０２Ｄ，１０
２Ｆの容積が段階的に小さくなっている。このように収容部１０２Ａ～１０２Ｆの容積を
設定すると、図５に示すように、収容部１０２Ａ～１０２Ｆにおいて、矢印で示すガスの
流れを発生させることができる。
【００５５】
　電池モジュール１０の過充電などによって、発電要素２０Ａ～２０Ｆからガスが発生す
ると、ガスは、各収容部１０２Ａ～１０２Ｆに溜まり、各収容部１０２Ａ～１０２Ｆの内
圧が上昇する。各収容部１０２Ａ～１０２Ｆは、密閉状態となっているため、発電要素２
０Ａ～２０Ｆから発生したガスは、各収容部１０２Ａ～１０２Ｆのうち、発電要素２０Ａ
～２０Ｆを除くスペースに溜まる。ガスが発生し続ければ、各収容部１０２Ａ～１０２Ｆ
の内圧が上昇する。
【００５６】
　本実施例では、収容部１０２Ａの容積は最も小さいため、発電要素２０Ａ～２０Ｆから
発生するガスの量が等しければ、収容部１０２Ａの内圧は、最も上昇しやすくなる。収容
部１０２Ａの内圧が閾値に到達すると、収容部１０２Ａおよび収容部１０２Ｂの間に位置
する連通路１０６が閉じ状態から開き状態に変化し、収容部１０２Ａのガスは、収容部１
０２Ｂに移動する。これにより、収容部１０２Ａ，１０２Ｂにガスが溜まり、収容部１０
２Ａ，１０２Ｂの内圧を均等化させることができる。
【００５７】
　収容部１０２Ａ，１０２Ｂの内圧が閾値に到達すると、収容部１０２Ｂおよび収容部１
０２Ｃの間に位置する連通路１０６が閉じ状態から開き状態に変化する。収容部１０２Ｂ
の容積は、収容部１０２Ｃの容積よりも小さいため、収容部１０２Ａ，１０２Ｂの内圧は
、収容部１０２Ｃの内圧よりも高くなりやすく、収容部１０２Ａ，１０２Ｂのガスは、開
き状態の連通路１０６を通過して、収容部１０２Ｃに移動する。これにより、収容部１０
２Ａ～１０２Ｃにガスが溜まり、収容部１０２Ａ～１０２Ｃの内圧を均等化させることが
できる。
【００５８】
　収容部１０２Ａ～１０２Ｃの内圧が閾値に到達すると、収容部１０２Ｃおよび収容部１
０２Ｄの間に位置する連通路１０６が閉じ状態から開き状態に変化する。収容部１０２Ｃ
の容積は、収容部１０２Ｄの容積よりも小さいため、収容部１０２Ａ～１０２Ｃの内圧は
、収容部１０２Ｄの内圧よりも高くなりやすく、収容部１０２Ａ～１０２Ｃのガスは、開
き状態の連通路１０６を通過して収容部１０２Ｄに移動する。これにより、収容部１０２
Ａ～１０２Ｄにガスが溜まり、収容部１０２Ａ～１０２Ｄの内圧を均等化させることがで
きる。
【００５９】
　収容部１０２Ａ～１０２Ｄの内圧が閾値に到達すると、収容部１０２Ｄおよび収容部１
０２Ｅの間に位置する連通路１０６が閉じ状態から開き状態に変化する。収容部１０２Ｄ
の容積は、収容部１０２Ｅの容積よりも小さいため、収容部１０２Ａ～１０２Ｄの内圧は
、収容部１０２Ｅの内圧よりも高くなりやすく、収容部１０２Ａ～１０２Ｄのガスは、開
き状態の連通路１０６を通過して収容部１０２Ｅに移動する。これにより、収容部１０２
Ａ～１０２Ｅにガスが溜まり、収容部１０２Ａ～１０２Ｅの内圧を均等化させることがで
きる。
【００６０】
　一方、収容部１０２Ｆの内圧が閾値に到達すると、収容部１０２Ｆおよび収容部１０２
Ｅの間に位置する連通路１０６が閉じ状態から開き状態に変化する。収容部１０２Ｆの容
積は、収容部１０２Ｅの容積よりも小さいため、収容部１０２Ｆの内圧は、収容部１０２
Ｅの内圧よりも高くなりやすく、収容部１０２Ｆのガスは、開き状態の連通路１０６を通
過して収容部１０２Ｅに移動する。これにより、収容部１０２Ｅ，１０２Ｆにガスが溜ま
り、収容部１０２Ｅ，１０２Ｆの内圧を均等化させることができる。
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【００６１】
　モジュールケース１００（収容部１０２Ａ～１０２Ｆ）の内圧が、弁１０ｃの作動圧に
到達すると、弁１０ｃは、閉じ状態から開き状態に変化する。弁１０ｃが閉じ状態から開
き状態に変化することにより、モジュールケース１００の内部で発生したガスを、モジュ
ールケース１００の外部に排出することができる。
【００６２】
　本実施例によれば、各収容部１０２Ａ～１０２Ｆの容積を異ならせることにより、各収
容部１０２Ａ～１０２Ｆの内圧を、収容部１０２Ａから収容部１０２Ｅに向かって減少さ
せたり、収容部１０２Ｆから収容部１０２Ｅに向かって減少させたりすることができる。
これにより、収容部１０２Ａから収容部１０２Ｅに向かって、又は、収容部１０２Ｆから
収容部１０２Ｅに向かって、ガスをスムーズに移動させることができる。また、収容部１
０２Ａから収容部１０２Ｅに向かってガスが移動するとき、Ｙ方向で隣り合う２つの収容
部における内圧を均等化させながら、ガスを移動させることができる。
【００６３】
　収容部１０２Ａ～１０２Ｆの容積を均一にすると、例えば、収容部１０２Ｂの内圧が収
容部１０２Ａの内圧よりも高くなることがある。この場合には、収容部１０２Ａで発生し
たガスは、収容部１０２Ｂに移動し難くなる。収容部１０２Ａで発生したガスが、収容部
１０２Ｂに移動し難い状態が続くと、収容部１０２Ａの内圧が上昇し続け、収容部１０２
Ａ（モジュールケース１００）に過度の負荷がかかってしまう。
【００６４】
　本実施例では、収容部１０２Ａから収容部１０２Ｅに向かってガスをスムーズに移動さ
せたり、収容部１０２Ｆから収容部１０２Ｅに向かってガスをスムーズに移動させたりす
ることができる。このため、特定の収容部（収容部１０２Ａ～１０２Ｄ，１０２Ｆのいず
れか）で発生したガスが、収容部１０２Ｅに移動せずに、特定の収容部の内圧が過度に上
昇してしまうのを防止することができる。また、収容部１０２Ａから収容部１０２Ｅに向
かってガスが移動するとき、連通路１０６で繋がれた複数の収容部の内圧を均等化させる
ことができる。したがって、すべての収容部１０２Ａ～１０２Ｆを含むモジュールケース
１００の内圧が弁１０ｃの作動圧に到達したときに、弁１０ｃを閉じ状態から開き状態に
変化させることができる。
【００６５】
　本実施例では、収容部１０２Ｅの容積を最も大きくし、収容部１０２ＥからＹ方向で離
れるにつれて、収容部１０２Ａ～１０２Ｄ，１０２Ｆの容積を段階的に小さくしているが
、これに限るものではない。具体的には、収容部１０２Ｅの容積が、他の収容部１０２Ａ
～１０２Ｄ，１０２Ｆの容積よりも大きければよい。例えば、収容部１０２Ｅの容積を最
も大きくし、他の収容部１０２Ａ～１０２Ｄ，１０２Ｆの容積を等しくすることができる
。この場合であっても、収容部１０２Ａ～１０２Ｄ，１０２Ｆで発生したガスを、収容部
１０２Ｅに導いて、弁１０ｃからモジュールケース１００の外部に排出することができる
。
【００６６】
　本実施例において、Ｙ方向で隣り合う２つの収容部１０２Ａ～１０２Ｆにおける容積の
差は、各収容部１０２Ａ～１０２Ｆで設定される内圧を考慮して、適宜設定することがで
きる。具体的には、Ｙ方向で隣り合う２つの収容部１０２Ａ～１０２Ｆにおける容積の差
を、同一にしたり、異ならせたりすることができる。
【実施例２】
【００６７】
　本発明の実施例２である電池モジュール１０について説明する。本実施例において、実
施例１で説明した部材と同一の部材については、同一符号を用い、詳細な説明は省略する
。本実施例では、実施例１と異なる点について、主に説明する。
【００６８】
　実施例１では、収容部１０２Ａ～１０２Ｆの容積を異ならせているが、本実施例では、
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収容部１０２Ａ～１０２Ｆの容積を等しくするとともに、発電要素２０Ａ～２０Ｆの体積
を異ならせている。本実施例では、収容部１０２Ａ～１０２Ｆの容積は等しく、発電要素
２０Ａ～２０Ｆの容量も等しくなっている。
【００６９】
　図６は、発電要素２０Ａ～２０Ｆの体積と、発電要素２０Ａ～２０Ｆの位置との関係を
示す図である。発電要素２０Ｅの体積は最も小さく、発電要素２０Ｆ，２０Ｄの体積は、
発電要素２０Ｅの体積よりも大きくなっている。発電要素２０Ｆ，２０Ｄの体積は、同一
であってもよいし、互いに異なっていてもよい。
【００７０】
　発電要素２０Ｃの体積は、発電要素２０Ｄの体積よりも大きく、発電要素２０Ｂの体積
は、発電要素２０Ｃの体積よりも大きい。また、発電要素２０Ａの体積は、最も大きくな
っている。本実施例では、発電要素２０Ａの体積を最も大きくしているが、これに限るも
のではない。例えば、発電要素２０Ａ，２０Ｆの体積を等しくしたり、発電要素２０Ｆの
体積を最も大きくしたりすることができる。
【００７１】
　収容部１０２Ａ～１０２Ｆの体積を等しくしたとき、収容部１０２Ａ～１０２Ｆのうち
、発電要素２０Ａ～２０Ｆを除く余剰スペースは、発電要素２０Ａ～２０Ｆの体積に応じ
て変化する。発電要素２０Ａ～２０Ｆの体積が大きくなるほど、余剰スペースは、小さく
なる。また、発電要素２０Ａ～２０Ｆからガスが発生したとき、余剰スペースが小さくな
るほど、収容部１０２Ａ～１０２Ｆの内圧が上昇しやすくなる。
【００７２】
　発電要素２０Ａ～２０Ｆは、充放電に関与する反応領域と、反応領域を除く未反応領域
とを有する。発電要素２０Ａ～２０Ｆの体積を変更する場合としては、未反応領域の体積
を変更することができる。これにより、発電要素２０Ａ～２０Ｆの容量を異ならせずに、
発電要素２０Ａ～２０Ｆの体積を異ならせることができる。
【００７３】
　例えば、セパレータ２３のサイズを変更したり、発電要素２０Ａ～２０Ｆの外面に、発
電要素２０Ａ～２０Ｆの体積を増加させるためだけの充填部材を設けたりすることができ
る。セパレータ２３のサイズとは、未反応領域のサイズであり、正極板２１および負極板
２２の積層方向と直交する方向の長さが含まれる。充填部材は、余剰スペースを埋めるこ
とができる部材であればよく、例えば、ポリプロピレンで形成された板を用いることがで
きる。充填部材の形状は、収容部１０２Ａ～１０２Ｆや発電要素２０Ａ～２０Ｆの形状に
応じて、適宜設定することができる。
【００７４】
　本実施例によれば、実施例１と同様に、収容部１０２Ａの内圧が最も高くなり、収容部
１０２Ａから収容部１０２Ｅに向かって、内圧を段階的に低くできる。これにより、収容
部１０２Ａから収容部１０２Ｅに向かってガスを移動させやすくすることができる。また
、収容部１０２Ｆの内圧を収容部１０２Ｅの内圧よりも高くできるため、収容部１０２Ｆ
から収容部１０２Ｅに向かってガスを移動させやすくすることができる。これにより、収
容部１０２Ａ～１０２Ｄ，１０２Ｆで発生したガスを、収容部１０２Ｅに導いて、弁１０
ｃから排出することができる。したがって、一部の収容部だけの内圧が過度に上昇してし
まうのを防止することができる。
【００７５】
　本実施例では、発電要素２０Ｅの体積を最も小さくし、発電要素２０ＥからＹ方向で離
れるにつれて、発電要素２０Ａ～２０Ｄ，２０Ｆの体積を段階的に大きくしているが、こ
れに限るものではない。具体的には、発電要素２０Ｅの体積が、他の発電要素２０Ａ～２
０Ｄ，２０Ｆの体積よりも小さければよい。例えば、発電要素２０Ｅの体積を最も小さく
し、他の発電要素２０Ａ～２０Ｄ，２０Ｆの体積を等しくすることができる。この場合で
あっても、収容部１０２Ａ～１０２Ｄ，１０２Ｆで発生したガスを、収容部１０２Ｅに導
いて、弁１０ｃからモジュールケース１００の外部に排出することができる。
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【００７６】
　本実施例において、Ｙ方向で隣り合う２つの発電要素２０Ａ～２０Ｆにおける体積の差
は、同一にしたり、異ならせたりすることができる。各収容部１０２Ａ～１０２Ｆで設定
される内圧を考慮して、体積の差を決定することができる。
【実施例３】
【００７７】
　本発明の実施例３である電池モジュール１０について説明する。本実施例において、実
施例１で説明した部材と同一の部材については、同一符号を用い、詳細な説明は省略する
。本実施例では、実施例２と異なる点について、主に説明する。
【００７８】
　実施例２では、発電要素２０Ａ～２０Ｆの体積を異ならせているが、本実施例では、収
容部１０２Ａ～１０２Ｆに充填される電解液の量を異ならせている。ここでいう電解液の
量とは、収容部１０２Ａ～１０２Ｆの余剰スペースに存在する電解液の量（体積）である
。
【００７９】
　本実施例では、収容部１０２Ａ～１０２Ｆの容積は、互いに等しく、発電要素２０Ａ～
２０Ｆの体積は、互いに等しくなっている。
【００８０】
　図７は、余剰スペースに存在する電解液の量（体積）と、収容部１０２Ａ～１０２Ｆの
位置との関係を示す図である。収容部１０２Ｅでは、電解液の量が最も少なくなっている
。収容部１０２Ｄ，１０２Ｆにおける電解液の量は、収容部１０２Ｅにおける電解液の量
よりも多くなっている。収容部１０２Ｄ，１０２Ｆにおける電解液の量は、同一であって
もよいし、互いに異なっていてもよい。
【００８１】
　収容部１０２Ｃにおける電解液の量は、収容部１０２Ｄにおける電解液の量よりも多く
、収容部１０２Ｂにおける電解液の量は、収容部１０２Ｃにおける電解液の量よりも多い
。収容部１０２Ａにおける電解液の量は、収容部１０２Ｂにおける電解液の量よりも多い
。本実施例では、収容部１０２Ａにおける電解液の量が最も多くなっているが、これに限
るものではない。具体的には、収容部１０２Ａ，１０２Ｆにおける電解液の量を等しくし
たり、収容部１０２Ｆにおける電解液の量を最も多くしたりすることができる。
【００８２】
　本実施例では、収容部１０２Ｅにおける電解液の量を最も多くし、収容部１０２Ｅから
Ｙ方向に離れるにつれて、収容部１０２Ａ～１０２Ｄ，１０２Ｆにおける電解液の量を段
階的に多くしている。電解液の量を多くするほど、余剰スペースが小さくなるため、発電
要素２０Ａ～２０Ｆからガスが発生したときには、収容部１０２Ａ～１０２Ｆの内圧が上
昇しやすくなる。
【００８３】
　本実施例のように電解液の量を設定することにより、実施例１と同様に、収容部１０２
Ａの内圧が最も高くなり、収容部１０２Ａから収容部１０２Ｅに向かって、内圧を段階的
に低くできる。これにより、収容部１０２Ａから収容部１０２Ｅに向かってガスを移動さ
せやすくすることができる。また、収容部１０２Ｆの内圧を収容部１０２Ｅの内圧よりも
高くできるため、収容部１０２Ｆから収容部１０２Ｅに向かってガスを移動させやすくす
ることができる。これにより、収容部１０２Ａ～１０２Ｄ，１０２Ｆで発生したガスを、
収容部１０２Ｅに導いて、弁１０ｃから排出することができる。したがって、一部の収容
部だけの内圧が過度に上昇してしまうのを防止することができる。
【００８４】
　本実施例では、収容部１０２Ｅにおける電解液の量を最も小さくし、収容部１０２Ｅか
らＹ方向に離れるにつれて、電解液の量を段階的に多くしているが、これに限るものでは
ない。具体的には、収容部１０２Ｅにおける電解液の量が、他の収容部１０２Ａ～１０２
Ｄ，１０２Ｆにおける電解液の量よりも小さければよい。例えば、収容部１０２Ｅにおけ
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る電解液の量を最も小さくし、他の収容部１０２Ａ～１０２Ｄ，１０２Ｆにおける電解液
の量を等しくすることができる。この場合であっても、収容部１０２Ａ～１０２Ｄ，１０
２Ｆで発生したガスを、収容部１０２Ｅに導いて、弁１０ｃからモジュールケース１００
の外部に排出することができる。
【００８５】
　本実施例において、Ｙ方向で隣り合う２つの収容部１０２Ａ～１０２Ｆにおける電解液
の量の差は、同一にしたり、異ならせたりすることができる。収容部１０２Ａ～１０２Ｆ
で設定される内圧を考慮して、電解液の量の差を決定することができる。
【００８６】
　上述した実施例１～３では、収容部１０２Ａ～１０２Ｆの容積（第１パラメータという
）、発電要素２０Ａ～２０Ｆの体積（第２パラメータという）、収容部１０２Ａ～１０２
Ｆにおける電解液の量（第３パラメータという）のいずれかを異ならせているが、これに
限るものではない。
【００８７】
　すなわち、第１パラメータから第３パラメータのうち、少なくとも２つのパラメータを
異ならせることができる。実施例１～３で説明したように、弁１０ｃが設けられた収容部
１０２Ｅにおける余剰スペースを、収容部１０２Ａ～１０２Ｄ，１０２Ｆにおける余剰ス
ペースよりも大きくできればよい。より好ましくは、収容部１０２ＥからＹ方向に離れる
につれて、余剰スペースが段階的に大きくなればよい。
【実施例４】
【００８８】
　本発明の実施例４である電池モジュール１０について説明する。本実施例において、実
施例１で説明した部材と同一の部材については、同一符号を用い、詳細な説明は省略する
。本実施例では、実施例２と異なる点について、主に説明する。
【００８９】
　実施例２では、発電要素２０Ａ～２０Ｆの反応領域のサイズを変更せずに、言い換えれ
ば、発電要素２０Ａ～２０Ｆの容量を異ならせずに、発電要素２０Ａ～２０Ｆの体積を変
更している。本実施例では、発電要素２０Ａ～２０Ｆの体積を異ならせずに、発電要素２
０Ａ～２０Ｆの容量を異ならせている。発電要素２０Ａ～２０Ｆの体積を異ならせずに、
発電要素２０Ａ～２０Ｆの反応領域のサイズを異ならせれば、発電要素２０Ａ～２０Ｆの
容量だけを異ならせることができる。
【００９０】
　本実施例において、収容部１０２Ａ～１０２Ｆの容積は、互いに等しくなっており、収
容部１０２Ａ～１０２Ｆに充填される電解液の量は、互いに等しくなっている。
【００９１】
　図８は、発電要素２０Ａ～２０Ｆの容量と、発電要素２０Ａ～２０Ｆの位置との関係を
示している。発電要素２０Ｅの容量は、最も大きく、発電要素２０Ｄ，２０Ｆの容量は、
発電要素２０Ｅの容量よりも小さい。発電要素２０Ｄ，２０Ｆの容量は、同一であっても
よいし、互いに異なっていてもよい。
【００９２】
　発電要素２０Ｃの容量は、発電要素２０Ｄの容量よりも小さく、発電要素２０Ｂの容量
は、発電要素２０Ｃよりも小さい。発電要素２０Ａの容量は、発電要素２０Ｂの容量より
も小さい。本実施例では、発電要素２０Ａの容量を最も小さくしているが、これに限るも
のではない。具体的には、発電要素２０Ｆの容量を最も小さくしたり、発電要素２０Ａ，
２０Ｆの容量を等しくしたりすることができる。
【００９３】
　発電要素２０Ａ～２０Ｆの容量を異ならせすぎると、容量が最も小さい発電要素２０Ａ
に依存して、電池モジュール１０の充放電が行われてしまい、他の発電要素２０Ｂ～２０
Ｆを有効活用し難くなってしまう。このため、例えば、発電要素２０Ａ～２０Ｆの容量の
バラツキを許容できる範囲を予め決めておき、許容範囲内において、発電要素２０Ａ～２
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０Ｆの容量を異ならせることができる。これにより、電池モジュール１０を充放電すると
きに、すべての発電要素２０Ａ～２０Ｆを効率良く利用することができる。
【００９４】
　本実施例では、発電要素２０Ｅの容量が最も大きく、発電要素２０ＥからＹ方向に離れ
るにつれて、発電要素２０Ａ～２０Ｄ，２０Ｆの容量を段階的に小さくしている。発電要
素２０Ａ～２０Ｆの容量を大きくするほど、発電要素２０Ａ～２０Ｆから発生するガスの
量を減らすことができる。このため、収容部１０２Ｅの内圧を、他の収容部１０２Ａ～１
０２Ｄ，１０２Ｆの内圧よりも低くすることができる。また、収容部１０２Ａ～１０２Ｅ
の内圧を、収容部１０２Ａから収容部１０２Ｅに向かって段階的に低くすることができる
。
【００９５】
　本実施例によれば、実施例１と同様に、収容部１０２Ａから収容部１０２Ｅに向かって
ガスを移動させやすくしたり、収容部１０２Ｆから収容部１０２Ｅに向かってガスを移動
させやすくしたりすることができる。これにより、すべての収容部１０２Ａ～１０２Ｆで
発生したガスを、弁１０ｃからモジュールケース１００の外部に排出でき、一部の収容部
の内圧だけが過度に上昇してしまうのを防止することができる。
【００９６】
　本実施例において、Ｙ方向で隣り合う２つの発電要素２０Ａ～２０Ｆの容量の差は、同
一にしたり、異ならせたりすることができる。収容部１０２Ａ～１０２Ｆで設定される内
圧を考慮して、容量の差を決定することができる。
【００９７】
　上述した実施例１～４では、収容部１０２Ａ～１０２Ｆの位置だけを考慮しているが、
これに限るものではない。具体的には、収容部１０２Ａ～１０２Ｆの位置だけでなく、収
容部１０２Ａ～１０２Ｆの温度分布を考慮することもできる。
【００９８】
　電池モジュール１０は、図１で説明したように、Ｘ方向において並べて配置される。複
数の電池モジュール１０をＸ方向に並べたときには、Ｙ方向における各電池モジュール１
０の中央部は、放熱されにくく、熱が溜まりやすい。また、Ｙ方向における電池モジュー
ル１０の両端部は、放熱されやすく、熱が溜まりにくい。このため、電池モジュール１０
では、図９に示す温度分布が発生することがある。
【００９９】
　温度が上昇しやすい収容部では、ガスが発生しやすくなることがあり、収容部の内圧が
上昇しやすくなることがある。そこで、図９に示す温度分布を考慮して、各収容部１０２
Ａ～１０２Ｆで設定される内圧を調整することができる。具体的には、Ｙ方向で隣り合う
２つの収容部１０２Ａ～１０２Ｆにおける内圧の差を、図９に示す温度分布を考慮して設
定することができる。
【０１００】
　例えば、Ｙ方向における電池モジュール１０の中央部に位置する２つの収容部１０２Ｂ
，１０２Ｃにおける内圧の差を、Ｙ方向における電池モジュール１０の端部に位置する２
つの収容部１０２Ａ，１０２Ｂにおける内圧の差よりも広げることができる。このように
内圧の差を決めておけば、各収容部１０２Ａ～１０２Ｆの内圧を考慮して、収容部１０２
Ａ～１０２Ｆの容積、発電要素２０Ａ～２０Ｆの体積、電解液の量、発電要素２０Ａ～２
０Ｆの容量を決めることができる。実施例１（図４）で説明した構成を用いて説明すると
、収容部１０２Ｂ，１０２Ｃの容積の差を、収容部１０２Ａ，１０２Ｂの容積の差よりも
大きくすることができる。
【０１０１】
　実施例１～４の電池モジュール１０では、弁１０ｃが収容部１０２Ｅに設けられている
が、これに限るものではない。すなわち、弁１０ｃが設けられた収容部を基準として、収
容部１０２Ａ～１０２Ｆの容積、発電要素２０Ａ～２０Ｆの体積、電解液の量、発電要素
２０Ａ～２０Ｆの容量を決定することができる。例えば、収容部１０２Ａ～１０２Ｆの容
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積を異ならせるときには、弁１０ｃが設けられた収容部の容積を最も大きくし、弁１０ｃ
が設けられた収容部からＹ方向に離れるにしたがって、収容部の容積を段階的に小さくす
ればよい。
 

【図１】 【図２】

【図３】
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【図８】

【図９】
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